
 
 

農林水産部指定管理候補者審査・指定管理施設運営評価委員会報告書 

（鳥取県立二十一世紀の森） 
 
 農林水産部指定管理候補者審査・指定管理施設運営評価委員会（以下「審査・運営評価委員会」と

いう。）として、次のとおり鳥取県立二十一世紀の森の指定管理候補者を鳥取県公の施設における指

定管理者の指定手続等に関する条例（以下「指定手続条例」という。）第５条の基準に基づいて審査

・選定した。 
                                                         
１ 指定管理候補者 
   とっとりの森を守り木を活かす会（共同企業体） 
    代表者 鳥取市叶１２２番地西垣ビル３号室 
        鳥取県木材協同組合連合会 
        代表理事 清水 秀満 
    構成員 鳥取市湖山町西二丁目４１３番地 
        公益財団法人鳥取県林業担い手育成財団 
        代表理事 前田 幸己 
 

２ 指定期間 

  平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで（５年間） 
 
３ 指定管理料の額 
   ４３，２８６，０００円 （債務負担行為限度額 ４３，２８６，０００円） 

［参考］単年度指定管理料の額 
 
 
 
 
 

 
 
４ 選定理由 

    二十一世紀の森の指定管理者の指定に当たっては、１団体から応募があり、審査・運営評価委

員会において指定手続条例第５条の基準に基づき総合的に審査した結果、林業関係団体が母体で

あることから、林業の専門的知識が有する人材が豊富であるうえ、民間とのネットワークの積極

的な構築による、応援団的な組織提案もなされており、幅広い参加者による様々な利活用が期待

できることから、上記の団体を指定管理候補者として適当であると認めた。 

 

５ 公募の経緯 
（１）募集期間   
   平成３０年７月２日から同年８月１５日まで（現地説明会 平成３０年７月１７日） 
（２）応募者 

応 募 者 所 在 地 代 表 者 
とっとりの森を守り木を活かす会 鳥取市叶１２２番地 

西垣ビル３号室 
鳥取県木材協同組合連合会 
 代表理事 清水 秀満 

 

年度 指定管理料の額 
平成３１年度 ８，５９４，０００円 
平成３２年度 ８，６７３，０００円 
平成３３年度 ８，６７３，０００円 
平成３４年度 ８，６７３，０００円 
平成３５年度 ８，６７３，０００円 



 
６ 審査委員会の選定経緯 
（１）審査委員 

氏  名 所   属   等 
林  昭 男（委員長） 鳥取県信用保証協会 会長 
若松 信宏（副委員長） 税理士（西日本税理士法人） 
芳賀ひとみ 鳥取県立智頭農林高等学校 地域コーディネーター 
友田恵梨子 画家、デザイナー、イラストレーター 
地 原  伸 鳥取県農林水産部森林・林業振興局長 

 

（２）開催経緯 
  ア 第１回審査委員会：平成３０年６月１８日 
        指定管理者制度及び二十一世紀の森の概要説明、募集要項・審査項目等の審議 
   イ 第２回審査委員会：平成３０年８月２８日 
        面接審査の実施後、採点及び採点結果の審議、指定管理候補者の選定 
 
（３）選定基準 

 選 定 基 準 審 査 項 目 配点 
１ 
 
 
 
 
 

施設の平等な利用を確保する

のに十分なものであること。 
（指定手続条例第５条第１号） 
 
 
 

・管理の基本的な考え方の適合性 
  施設設置目的の理解 
  指定管理者を希望する理由 
  管理運営の方針 
※平等な利用が確保できないと認められる場合

は、失格 

必須 
 
配点なし 
 
 

２ 
 
 
 
 
 
 
 

施設の効用を最大限に発揮さ

せるものであること。 
（指定手続条例第５条第２号） 
 
 
 
 
 

・施設の設置目的に沿ったサービス・事業の内容

（サービス向上策・利用促進策等） 
・管理の基準 

開園時間、休園日、利用料金等の設定 
個人情報保護、情報の公開 

・施設設備の維持及び衛生管理の水準 
・事故･事件の防止措置、緊急時の対応 
・利用者等の要望の把握 

４０ 
 
 
 
 
 
 

３ 
 
 

管理に係る経費の効率化が図

られるものであること。 
（指定手続条例第５条第２号） 

・収支計画及び見積内容 
・県の委託料の多寡 
 

 ２０ 
 
 

４ 
 

管理を安定して行うために必

要な人員及び財政的基礎を有

しており、又は確保できる見込

みがあること。 
（指定手続条例第５条第３号） 

・法人等の財政基盤、経営基盤 
・組織及び職員の配置等 
・現在の施設職員の継続雇用に関する方針 
・関係法令に係る監督行政機関からの指導等の状 
 況 
・法人等の社会的責任の遂行状況 
  障がい者雇用 
  男女共同参画推進企業の認定 
  ISO14001・TEASⅠ種規格等の認証等 

 ３４ 

５ その他 
（指定手続条例第５条第４号） 

・ネーミングライツに係る提案   ６ 

 



 
（４）審査結果 

審査 
基準 

配 点 
とっとりの森を守り

木 を 活 か す 会 
委員からの主な意見等 

１ 適／不適 適 平等な施設利用を確保できるものと評価された。 
２  ４０ ２４．９ ○異なる専門性を有する団体が構成する共同事業体

の強みを発揮したサービス向上と利用促進が期待で

きる。 
○従来の施設、ネットワークを活かした運営が期待で

きる。 
〇森林学習展示館の活用を要と考え、常設展示のリニ

ューアルを提案されたことを評価。利用者の「興味

・感性・好奇心」をくすぐる企画に期待。鳥取の豊

かな自然と共に、「木育」をテーマとした施設に魅

力を感じる。 
〇ワクワク感を運営側が企画し、利用者に伝えること

から始めてほしい。 
○施設の運営に当たっては、林業試験場との連携を密

にしていくことが望ましい。 
３  ２０  ９．４ ○限られた予算で仕様書に沿った管理運営を行う計

画とし、指定管理に求められるレベルをクリアして

いる。 
４   ３４ １８．７ ○構成する２団体ともに、財政基盤・経営基盤は安定

している。 
○林業関係団体の共同事業体であり、専門知識を有す

る者が管理運営することができる。 
○関係法令に係る監督行政機関からの指導等は受け

ていない。 
〇講師の選定等の検討を進め、より充実した施設運営

に進めてほしい。 
５   ６  ０．０ ○ネーミングライツに係る提案はない。 
合計 １００ ５３．０  

  ※点数は出席委員５名の平均 

 

７ 指定管理候補者の事業計画の概要 

（１）管理運営の基本的な考え方 
  ・「木育」や「林業労働災害防止教育」の拠点とするため、森林学習展示館、林業技術工芸実習

館及び林業技術訓練センターにそれぞれテーマを設定して管理運営していく。 
  ・森林・林業・木材の専門家で構成する「とっとりの森を守り木を活かす会」の人材やノウハウ

を最大限活用する。 
（２）施設の設置目的に沿ったサービス・事業の内容 
  ア 施設活用の取組方針 
   ・木育・工芸・労働の関係団体等と運営委員会を組織し、施設の目的を最大限に実現する。 
  イ 森林・林業・県産材の理解促進・教育・普及啓発や林業技術の研修に関する業務の取組内容 
   ・木工教室（年２回）、林業チェーンソー研修（年６回）、森のようちえんや保育園を招いた

イベント（年３回）を実施する。 



 
ウ サービスの向上策と利用促進に向けた取組 

・ホームページ等を活用して情報発信し、二十一世紀の森の魅力をＰＲする。 
・ファンクラブ会員を募集する。 
・運営委員会で定期的に意見交換会を開催し、要望等を業務に反映する。 
・施設内でのアンケート回収箱の設置、利用者への聞き取り等を行い、要望を業務に反映する。 

（３）施設管理                
  ア 施設設備等の維持管理、安全・衛生管理に向けた考え方 
   ・施設内とその周辺は禁煙とする。 
   ・森林学習展示館の一角にフリースペースを設け、お茶のサービスを提供する。 
   ・周辺の見回り、日常清掃の実施、トイレ、展示館の毎朝の清掃を行う。 
  イ 外部委託の考え方 
   ・原則、県内業者へ発注する。 
（４）開園時間及び休園日 

  ・開園時間は午前９時から午後４時３０分までとする。 
  ・休園日は１月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日までを基本とする。平日 

の休園日については勤務形態等を勘案して、本年度中に県と再協議する。 
（５）利用料金の設定、利用料金の減免 

  ・現行の利用料金のほかに、林業技術工芸実習館の備品（糸のこ、木工ろくろ）の使用料を新た

に設定する。 
  ・利用料の減免は現行のとおりとする。 
（６）事故・事件の防止措置と緊急時の対応等 
  ・火災予防のため施設内及び周辺を禁煙とする。 
  ・警備会社から連絡があった場合はすみやかに施設管理者が対応する。 
  ・事故、事件が発生した場合、県と密に連携し関係部署に連絡するなど速やかに対応する。 
（７）利用者等の要望の把握及び対応方針  
  ・ホームページでの意見募集、アンケート（個人、団体、イベント参加者）、電話等での要望受

付を実施する。 
  ・県と協議して具体的な対応を決定し、対応はホームページ等で公開する。 
（８）組織及び職員の配置等 

  ・林業に関係する大学の修了者を統括責任者とする。 

・その他、庶務スタッフ（経理の資格保有者）１名、常駐スタッフ４名（常勤１名、非常勤３名） 

を確保し、常時１名以上の職員を配置する。 

 


